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はじめに
　1968年1月の英国のペルシア湾撤兵宣言によって米国政府が直面した
課題は、大英帝国のかつての生命線に沿って勢力均衡を維持するという
役割の継承を、ヴェトナム戦争の重圧下で相対的国力の低下を痛感し、
さらなる対外関与に否定的な国論を背景にしていかに具体化するかとい
うものであった。1969年に発足したリチャード・M・ニクソソ
（Richard　M．　Nixon）大統領の新政権は、イランおよびサウジアラビ
アという域内二大国の秩序維持機能に依存してペルシア湾地域の安全を
保障するといういわゆる「二本柱」政策（two－pillar　policy）を策定し
た。この政策は各地域勢力の自助努力に対する軍事的、経済的支援によっ
て既存秩序を維持し、米国の間接的プレゼソスを確立するという「ニク
ソソ・ドクトリソ（Nixon　Doctrine）」の発想を、英軍撤退後の特殊な
ペルシア湾情勢に適用する際のほぼ必然的な結果であったとみなすこと
ができるだろう（1）。
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　二本柱政策は米国が次第にイラソへの過度ともいえる傾斜をみせるこ
とで、実態としては「1・1／2本柱（one　pillar　and　a　half）」政策
とでも形容すべきものへと変質することになったが、その政策の基本的
な前提は1977年に発足したジミー・カーター（Jimmy　Carter）大統領
の政府でも維持された。しかしながら同政権のペルシア湾政策の現実は、
「柱」であるイラソ王政の急速な不安定化をめぐる、政治的にはまさに
致命的というべき誤断と混乱の集積であったといえよう。そして、1979
年後半に生起したイラソ革命とソ連軍のアフガニスタソ侵攻という二つ
の事件がワシソトソに政策の全面的な再検討を迫ったのである。
　本稿は、ニクソソ・ドクトリソが宣布された1969年から1976年に至る
米共和党政権期のペルシア湾政策について、その基本構造の整理を目的
としている。主な考察の対象は、米国と「一一r．本柱」であるイラソおよび
サウジアラビアとの関係、イラソ＝サウジアラビア間の競合、米国と他
の湾岸諸園との関係および米国内での政策論議の諸項目となる（2＞。
1　米国とイラソ
（1）1972年5月の合意
　ニクソソ政権ドで形成された米国とイラソの緊密な関係が、この時期
における両国の利害の急速な接近を反映するものであったことはいうま
でもない。ニクソソ・ドクトリソを英軍撤退後のペルシア湾地域に適用
するに際して、米国政府としてはソ連の直接、間接の影響力拡大を阻止
するに充分な軍事力と安定した政治力を備えた地域勢力の存在を必要と
していたが、イラソはそのための格好の候補とみなされた。豊富な石油
資源を有するイラソを利用するならば、米国は最小限の財政的支出と比
較的少人数の技術要員派遣によって所期の目的を達成しうるものと判断
されたからである（3）。
　こうしたワシソトソの構想の基本部分はイラソ政府によっても共有さ
れていた。イラソのパーレヴィ国王は域外勢力によるペルシア湾での政
治的、軍事的活動を一貫して拒否し、また、イラクや「占領下アラビア
湾解放人民戦線（PFLOAG）」のような急進勢力に対抗して現状を
維持するため、同地域のいわば「憲兵」の役割を演ずるという国王の野
心は半ば公然のものであった。さらに、米国政府がイラソに対する最新
鋭兵器の供与増大に同意するにつれ、国王は長期的にみてイラソが既存
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の対米依存体制からむしろ脱却しうるものと判断するようにもなってい
たのであるω。このようにして、少なくとも当事者が予見しうる将来に
わたり、米国とイラソの関係は文字どうり相互補完の状態にあったとい
えるだろう。以後5年間における両国関係の際立った特徴としては、米
国からイラソに対する前例をみない規模と高品質の武器売却、イラソ国
王の親政と密着したイラソにおける「米国の存在感（American
presence）」の急速な増大、イラソの対外面での諸政策に対するワシソ
トンの支持、そして様々な形態の二国間協力等を指摘することができる。
　この時期における米国とイラソの特別な関係を最も端的に物語る事例
は、1972年5月にテヘラソで開催された両国間の首脳会談であった。モ
スクワでソ連指導部との間に第一次戦略兵器制限条約（SALT－1）
を含む一連の諸協定に調印の帰途イラソを訪問したニクソソ大統領は、
イラソ国王に対して米ソ間の緊張緩和（d6tente）がイラソのような特
定の第三国の利益を犠牲にするものではないことを保証し〔5）、同時にイ
ラソ向けの米国製非核兵器売却に事実上量的・質的制限を設けない、売
却兵器の使用・整備のための米人技術要員派遣、イラソによるイラク領
内クルド抵抗勢力支援に関する共同歩調の諸点に同意したのである。こ
れらの合意事項は以後すべて実行に移されることになった。
　米国務、国防省の高官は当初、こうした米国政府のイラソに対する無
制限とも思える関与に強い難色を示した。米国製兵器の操作に必要なイ
ラソ国軍の練度に対する評価は決して高いものではなく、F14艦上戦闘
機やF15制空戦闘機などの最新鋭（当時）兵器類が実際に売却されるこ
とになれば、地域代理勢力としてのイラソの持つ効用がむしろ減退する
恐れがあると判断されたのである。また、高性能の米国製兵器に関する
軍事機密がイラソ経由でソ連側に漏洩することに対する懸念も存在した。
行政当局からすれば、イラソ国王に自由裁量権を付与することによって、
米国は適切な所要軍事力に関する自己評価の権利を放棄したかのようで
あった。こうした中で、1972年7月、国家安全保障問題担当の大統領特
別補佐官ヘソリー・A・キッシンジャー（Henry　A．　Kissinger）は自
ら主宰する国家安全保障会議（NSC）に政策上の指針を提示し、　「兵
器類の装備に関する決定は第一義的にイラソ政府に付託されるべきであ
る」旨を宣告したのである。彼はその国家安全保障決定覚書（NSDM）
の中で、イラソが米国製兵器のみを購入することが米国の国益に資する
と大統領が判断していることを説明した。これ以後、ホワイトハウス主
導の政治状況下で、イラソ向け武器移転に関する国務、国防両省の担当
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部局による審査は名目的なものとならざるをえなかった（6）。
（2）米国製武器移転
　1950年から1970年の間にイラソに売却された米国製兵器の総額は約12
億ドルである。一方で、1971年から76年の5年間におけるその数字は10
倍のおよそ120億ドルに達する。とりわけ、1973年の第四次中東戦争に
伴い石油価格が4倍に高騰した後の変化は劇的ともいうべきものであっ
た。すなわち、1972年には5億1千9百万ドルであったものが翌73年に
は22億ドル、さらに74年には43億ドルを計上したのである。1970年代に
おけるイラソ向け米国製武器売却計画は世界最大の規模となっていた（7）。
　こうした巨額の武器取引において、イラソ国軍の中でもとくに空軍お
よび海軍がk要な顧客であった。たとえば、同国空軍は地対空ミサイル
装備の精密防空システムや新型長距離輸送機とともに、前記F14あるい
はF16等の最新鋭戦闘機を短期間に購入した。また、イラソ海軍がディー
ゼル・エソジソ仕様の通常型潜水艦二隻とともに導入した四隻のスプルー
アソス級誘導ミサイル搭載駆逐艦は、米海軍が実戦配備中の同級艦をさ
らに改良したものであった。一一方、イラソ陸軍の増強には米国製戦車の
導入が不可欠の役割を果たしたのである。パーレヴィ国王はこれら米国
製武器の購入をすべて彼自身の個人的な監督下に置いていた（8）。
　しかしながら、すでに述べたようにイラソ軍兵士の能力は最新鋭兵器
の操作、整備等に習熟しているとはとても言い難かった。こうして現実
には、軍・民の別なく大量の米人技術要員を迅速にイラソへ派遣するこ
とが必要になったのである。1972年から1976年の半ばまでに、イラソ在
留米国人の総数は約1万5千人から3万1千人へと急増した。その中の
およそ半数が米国の民間部門から派遣された人員であり、こうした人々
はイラソ軍関係者の実地訓練や装備類の保全に従事した。一例を挙げる
ならば、ベル・ヘリコプター社は1千5百名のイラソ人ヘリコプター操
縦士および5千名の機械工の訓練契約を結び、またマクドネル・ダグラ
ス社はイラソ空軍に対して航空機の整備、保全を請け負ったのである（9）。
　主に首都テヘラソに集中するこうした米国人居留地の存在は、以下の
二つの点で重要な政治的意味を持つことになった。イラソに派遣された
米国人とその家族は周辺のイラソ社会とはほとんど隔絶された日常生活
を営む傾向にあり、ペルシア語を解することはなく、未知のイスラム教
徒の文化に関してその基礎知識すらも与えられていたとは言い難かった。
また、多くのイラソ国民の眼にはこれら米国人の存在が現政府による統
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治の否定的な側面、すなわち抑圧および独裁的傾向の強化、度を過ぎた
性急な開発計画、そして極度に平衡を欠いた軍事支出の偏重等と次第に
同一視されるようになったのである。いわゆる「イスラム原理主義」に
使吸されたイラソ革命の遠因がそこに胚胎していた点を指摘する説が有
力だけれども、そうであるならばイラソの反体制派は、既にこの時点に
おいて勢力結集のための格好のいわば「夷狭」を獲得しつつあったとい
えるだろう（10）。
（3）クルド支援
　クルドとはイラク、トルコ、イラソ、シリア、　（旧）ソ連の五ヵ国が
国境を接する山岳地帯（クルディスタソ）に居住する非アラブのアーリ
ア系民族であり、第一次大戦終結以来数十年にわたり民族自決に基く独
立運動を展開してきた。彼らは関係各国の領土内では少数民族の地位に
甘んじていたことから、そうした活動はいきおい急進的な反体制運動の
形態をとらざるをえなかった。そうした中でイラソがとくにイラク領内
のクルド抵抗勢力支援に踏み切った直接の背景には、豊富な油田地帯を
抱えるイラソのフーゼスターソ州に居住するアラブ系少数民族へのイラ
ク政府からの扇動に対する報復という意図が存在したのである。その際
イラソ政府にとってとりわけ肝要であったのは、自らが抱えるおよそ2
百万のクルド人の自治願望に対する不必要な刺激を避けるという配慮で
あった。こうして、イラク領内クルド抵抗勢力への支援策は、テヘラソ
にとってまさに諸刃の剣ともいうべき微妙な性格を帯びていたことにな
る（1ユ）。
　この問題に関する米国政府の行動は本質的に機密の部類に属するもの
であり、当初国務省と中央情報局（CIA）はともに米国の関与につい
て重大な疑義を表明していた。しかしながら、キッシソジャー補佐官は
クルド支援問題をNSCや非公然活動（covert　operation）に関する四
〇委員会（Forty　Committee）に具申することもなかった。そして元
財務長官のジョソ・コナリー（John　Connally）が米国政府の特使とし
てテヘラソに赴き、クルドに対する米国からの武器供給開始の旨をパー
レヴィ国王に伝達したのである（’2）。
　こうして、CIAを通じて大量の武器、弾薬類がイラク領内のクルド
勢力へと極秘裡に供給されることになったが、それら兵器の大半はソ連
製もしくは中国製であり、いずれもヴェトナム戦争中に捕獲されたもの
であった。キッシソジャーの回顧によれば、米国政府のクルド支援策の
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短期的な「成果」は1年後の第四次中東戦争時に明らかとなった。クル
ド抵抗勢力の掃討のため北部山岳地帯に釘づけにされたイラク軍にとっ
て、西方のイスラエル戦線に一個師団以上の戦力を投入する余裕はなかっ
たのである（13）。
　1975年初頭、イラソ政府は突如イラク領内クルド支援を停止させた。
同年3Hにアルジェリアで開催された石油輸出国機構（OPEC）の総
会に出席したパーレヴィ国王とイラクの指導者サダム・フセイソ（当時
革命評議会副議長）が、アルジェリアのブーメディエソヌ大統領の仲介
で和解に達し、両国間の国境線画定と内政不干渉問題で合意したのであ
る。イラソ政府は直ちにイラクとの山岳部国境線を封鎖し、クルド抵抗
勢力への補給路を遮断した（’4）。イラソによるこの突然の政策転換に直面
したワシソトソにとって、残された選択肢は同じくクルドに対する自ら
の非公然活動を停lhすることでしかなかった。
（4）湾岸の「憲兵」
　1971年の英軍のペルシア湾撤退完r後イラソ国王が当然ながらまず深
刻に懸念したのは、湾の出入口を拓するホルムズ海峡が敵対勢力によっ
て占拠されることであった。もしそうした緊急事態が発生するならば、
イラソにとって死活的な石油輸出が途絶するからである。同年11月末イ
ラソは、湾内の海峡西端に位置し、対岸の首長諸国と領有権問題で係争
中だったアブ・ムサ島、大、小トソブ島の三島を武力奪取した。米国政
府はイラソによるこのづ∫的行為を黙認している（’5）。
　ペルシア湾の「憲兵」としてのイラソの行動を最も端的に示したのは、
1973年から76年にかけて、アラビア半島先端でホルムズ海峡に接するオ
マーソ国内のドファール州反政府勢力の掃討にイラソが協力した事例で
あろう。この共同行動についてもワシソトソは暗黙の了解を与えた。
　オマーソのカブース国王とイラソ国王にとって、ドファール州を根拠
地とする前述したPFLOAGのようなマルクス主義的革命運動は共通
の脅威ともいうべき存在であった。PFLOAGの革命戦略がまずオマー
ソ王政を転覆させ、それによってラスアルハイマ、ドバイ、アブダビ等
近隣の湾岸首長諸国に連鎖的に内乱を惹起させることだったからである。
これはペルシア湾を挟んだイラソにとっても看過しえない事態であっ
た（16）。オマーソとの共同作戦のためにイラソは3：F名を越す部隊を派遣
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はイラソ、オマーソ両国は軍事協力の領域を海上にまで拡大し、ホルム
ズ海峡での海軍共同作戦に従事した。
　こうしたドファール州の反乱勢力をめぐる問題で明らかになったのは、
ペルシア湾地域における保守派と急進派の対立の構図であったといえよ
う。イラソ軍部隊の存在に加えて、オマーン軍配属の英軍将校およびパ
キスタソ軍将校が専門的な軍事的助言を与え、またヨルダソは陸軍一個
大隊と「ポーカー」戦闘機をオマーソに派遣した。さらに米国は二名の
技術要員とともにTOW対戦車ミサイルを供与したのである。他方、オ
マーソの隣国南イエメソ（イエメソ人民民主共和国）の共産主義政権は
PFLOAGにとっていわば補給基地の役割を担っていた。ソ連もまた
その中東における橋頭塗であるイラクとともにオマーソ反乱勢力を物質
的に支援した。そして1975年の始めには、リビアの指導者カダフィ大佐
もオマーソからのイラソ軍撤退を要求し、それが受諾されない場合のリ
ビアによる軍事介入の可能性をもって威嚇したのである（17）。
　しかしながら、諸外国からの支援を受けたオマーソ政府はドファール
州の反乱鎮圧に成功し、1976年に停戦協定が発効すると翌77年、イラソ
軍部隊は一部を残してオマーソから撤退した。以上の経緯を顧みるなら
ば、オマーソ領内マルクス主義反乱勢力の掃討は、すでに述べたニクソ
ソ・ドクトリンの基本的な本意をほぼ忠実に具現化した事例であったと
いえるだろう。本質的に域内から生ずる脅威に関して、ワシソトソは
「憲兵」であるイランを筆頭とする地域代理勢力への依存によって対処
したのである。
　こうした展開の一方で、イラソ政府が幾度か提唱した湾岸諸国による
地域防衛機構の創設は遂に現実のものとはならなかった。1974年7月に
クウェートで開かれたこの問題に関する会議は国境線をめぐるイラクと
クウェートの対立で行き詰まり、また76年11月のオマーソ会議も参加国
による情報の共同管理問題で紛糾した。しかしながら、当時ペルシア湾
における集団安全保障構想にとっての最大の障害は、イラソによる湾岸
支配に対するアラブ諸国の根強い警戒心だったのである（’8）。
（5）二国間協力
　ニクソソ政権および後継のジェラルド・R・フォード（Gerald　R．
Ford）政権下の米国とイラソの協力関係にはさらに二つの重要な領域
が存在した。情報と通商である。
　広帆な領域にわたる統合情報活動が相互の利益となるという点で、米
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国、イラソ両国政府の認識は一致していた。そうした活動の中には、ソ
連領内の通信傍受と弾道ミサイル発射実験の監視を目的とする国境受信
施設の設置、ソ連領内への偵察活動、ソ連からの亡命用脱出ルートの開
削、そして両国にとって重要とみなされた対象国に関する情報見積の共
同利用等が含まれていた（’9）。米国の民間部門が関与したものとしては、
ロックウェル・イソターナショナル社が1975年にイラソ政府と契約を結
び、ペルシア湾地域内の軍・民双方の通信傍受用施設を建設した事例が
ある。さらに、イラソ国内で反政府運動が高揚するようになると、米国
内のイラソ人留学生を監視し反王政諸活動を妨害するためにSAVAK
（イラソ国家情報・治安機構＝秘密警察）要員の米国潜入が許可された
のである。
　一方、1974年には両国合同の経済委員会が設置され、貿易拡大のため
テヘラソには米貿易セソターも開設された。また、米国とイラソは1975
年始めに貿易協定を締結したが、その内容は5年間にわたり約150億ド
ル規模の通商を目途としていた。総額のおよそ3分の1は米国によるイ
ラソ産原油の購入に充当され、イラソ政府は米国に対して八基の原子力
発電所および同燃料、組み立て式住宅、病院、港湾施設、電気関連機器、
化学肥料、害虫駆除剤、農業機械、高速幹線道路、そして職業訓練セソ
ター等を発注することが企図されていたのである⑳。こうした協定の存
在は、作成当時からその経済合理性や社会的影響に疑問の多かったイラ
ンの性急な経済開発計画を、米国政府がほとんど無批判に受け入れてい
たことを示したものといえよう。しかも1976年に取り交された付属貿易
議定書では、5年計画の目標額が当初の3倍強にあたる520億ドルにま
で上積みされたのである。
　米国とイラソの間のこれら各方面にわたる利害の一致にも拘らず、両
国関係はまた深刻な摩擦を回避することはできなかった。1971年2月に
テヘラソで開催されたOPEC総会で、パーレヴィ国王は原油価格を1
バレル当たり30セントから50セソトへと値一hげする石油関係史上画期的
な決定を主導した。また、非アラブ系のイラソが長年にわたりイスラエ
ルに対する主要な原油供給国であったにも拘らず、イラソ国王はワシソ
トソが米国製武器移転の拡大要請を受諾しないならば同国が「アラブの
大義」を支持する旨を明確にした。第四次中東戦争に伴うアラブ産油国
の石油禁輸措置にこそイラソ政府は同調しなかったけれども、国王はO
PECによる原油価格の4倍の値上げを強く支持し、以後価格問題につ
いてはいわゆる「タカ派」の立場を堅持するのであった（21）。
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2　米国とサウジアラビァ
（1）　「特別関係」の強化
　サウジアラビアの立場は二本柱政策の枠組の中でイラソに従属するも
のであったが、米国との従来からの「特別関係（special　relationship）」
自体は1971年以後むしろ顕著に強化されることになった。イラソの場合
と同様に、この時期の米国とサウジアラビアの関係は、サウジアラビア
政府の莫大な石油収入を背景にした米国製武器移転の急増、サウジアラ
ビア国内における「米国の存在感」の増大、そして緊密な経済的、財政
的結びつき等の諸特徴によって説明しうる。
　ワシソトソの政策担当者が考慮すべき対サウジアラビア政策の前提条
件は、同国が①その広大な国土と世界最大の原油確認埋蔵量（22）からみて
相対的に少ない人口を抱え、②ペルシア湾および紅海に面した約2千マ
イルの海岸線を有する、③北部と南西部においてそれぞれ親ソ連派のイ
ラク、南イエメソ両国と国境を接する、という同国の地理戦略的位置で
あり、また政治的には、リヤド政府が①強い反共産主義の立場からパレ
スチナ問題においてアラブ穏健派の指導的地位を占め、②ペルシア湾岸
の他のアラブ諸国に決定的な影響力を行使しうる、という要素であった。
　1970年代初期に米国はサウジアラビアの包括的な軍近代化計画のすべ
ての側面に深く関与するようになった。これもイラソの場合と同様に、
1971年から1976年にかけて、米国製武器移転と訓練要員派遣契約の両面
で総額70億ドルを越える飛躍的なコミットメソトの増加がみられた。と
くに1973年から翌74年における原油価格の高騰を受けて、サウジアラビ
ア向け米国製武器売却の取引高は73年のおよそ7億9百万ドルから74年
の25億ドル強へと急増したのである。
　米国のサウジアラビアに対するこうした関与にみられる顕著な特徴は、
計画の8割近くがサウジアラビア軍部隊の訓練や関連工事等のいわゆる
「ソフトウェア」部門に充当され、残りの約2割が「ハードウェア」部
門、すなわち武器、各種装備類の移転に当てられた点である。したがっ
て、きわめて広範囲にわたる建設計画において米陸軍工兵隊が中心的な
役割を担うことになった。同部隊の主要な建設任務の対象には、学校や
病院といった民生関連施設に加えて、戦略的要衝での宿営地、軍属の家
族用住宅、空港、港湾施設等が含まれていた。
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　また、サウジアラビア軍の近代化計画と米国の関与は、実態としては
以下にみるように一種の循環的とでも評すべき相互作用を持つことになっ
た。特定の計画立案に当たってはまず米国防省の担当部局が査定を行な
い、これがサウジアラビアの軍当局によっていわば計画の青写真とみな
され、成案の基礎となった。次に、計画の実施段階でサウジアラビアに
は米国から大量の軍事物資を購入する必要があったけれども、サウジア
ラビア側技術者の絶対数が不足していたため、これら輸入物資の維持、
管理のため同じく米人技術要員を多数受け入れなくてはならなかった。
また、サウジアラビアの三軍の兵士も米軍担当者による訓練を受ける必
要があった。こうして、これら緩やかに関連する諸計画に最終段階なる
ものが実際上は存在せず、結果として両国間の「特別関係」が不断に進
展することになったのである（23）。
　ところで、米軍当局にはサウジアラビアとの軍事関係運営に際して、
サウジアラビア陸軍と同国の国家警備隊との区別や双方の特色を把握す
る必要があった。本来の意味での国防任務を担当し、およそ3万の兵力
を抱える陸軍に対して、サウド王家に忠誠を誓う各地方部族から徴兵さ
れた総勢約2万名の国家警備隊は、王室警護を中心に国内治安および国
境防衛に際しての陸軍補佐をその主要任務としている（24）。1973年の合意
に基づき、米国は国家警備隊所属の機械化歩兵四個大隊の組織化、装備
および訓練に従事した。この結果、同警備隊は従来の準軍事部隊的な性
格のものから機動性を有する攻撃部隊へと整備され、王家の保安にとっ
て必須の存在となったのである。サウジアラビア陸軍に関しては、米国
は歩兵二個旅団の機械化を支援した。
　また、1971年に米国はサウジアラビア空軍にF5戦闘機の供与および
同機整備の要員訓練に同意したが、後者には一世代近くの年月を要する
ものとみなされた。翌72年、比較的小規模なサウジアラビア海軍を近代
化する10年計画への参加を米国政府は決定している。この計画には、従
来四隻の艦艇から成る艦隊に新たに二五隻の艦艇を増強する構想が含ま
れていたが、その結果一三隻の哨戒任務用の砲艦が同国海軍の中核を構
成することになった。さらに、総勢約2千名の水兵が5年以上にわたり
米国内で訓練を受け、1970年代を通じておよそ5千名のサウジアラビア
軍関係者が同様の趣旨で渡米したのである㈱。
　米国防省はサウジアラビアに派遣する米軍技術要員の総数を限定する
方針を採用していたから、こうした訓練計画においては民間部門がきわ
めて重要な役割を演じた。1976年頃までにはおよそ3万人にのぼる米国
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人がサウジアラビア国内で何らかの業務に従事し、その中の2割強が軍
関係の役務であったと推計される（26）。しかしながら、イラソでの場合以
上に、在留米人と現地社会との接触は極端に制限されたものとなった。
サウジアラビアの国教であるイスラム教スソニー系ワッハーブ派の厳格
な戒律が、開放的な米国式生活様式とは相容れないとみなされたからで
ある。イラソと同様に、サウジアラビアにおいてもイスラム保守勢力は
国内での外国人の存在に強く批判的であった。
　経済の分野においても両国は1971年以来緊密な関係を構築してきた。
第一次石油危機での原油価格高騰後、ワシソトソはサウジアラビアの対
米投資を奨励することでいわゆる「石油マネー（petro－dollar）」の還
流を促進し、国際収支の改善に努めた。米国内には米企業や不動産に対
する大規模なアラブ諸国からの資本投下を懸念する向きもあったが、サ
ウジアラビアの投資は短期の譲渡可能定期預金証書および財務省証券に
限定された。
　1974年には安全保障問題に関する両国委員会と並んで経済協力を扱う
統合委員会が設置された。同委員会内にはさらに産業化、人的資源およ
び教育、科学技術、農業の各分野に関する統合専門調査班も置かれるこ
とになった。また、サウジアラビア政府のいくつかの5ヵ年計画に対し
ては米国の民間コソサルタソトが顧問役を努め、1975年には米国企業は
総額250億ドル以上の報酬を得ている。リヤド政府がとくに関心を示し
たのは、同国の石油化学関連産業の開発に対する米国企業の参画であっ
た（27）。こうした米国の官・民両面におけるサウジアラビアへの深い関与
が、やはりイランの事例と同様、米国とサウジアラビア内政との過度の
一体感を醸成する危険を胎んでいたことはいうまでもない。
（2）石油禁輸措置の衝撃
　1973年10月6日の第四次中東戦争勃発の直前、サウジアラビアのファ
イサル国王は、米国の対イスラエル支援の継続が「米国への石油供給お
よび同国との友好関係の維持を我が国にとってきわめて困難なものとし
ている」との公然たる警告を発した。当時サウジアラビアー国の石油生
産量はアラブ諸国全体の42パーセソトを占めていたから、同国は石油資
源を政治的武器として行使する（oil　weapon）際の決定的な役割を演
じうる立場にあったのである。
　1973年秋にアラブ産油国が発動した石油禁輸措置は、戦争勃発後ワシ
ソトソが対イスラエル武器供給再開を決定したことを直接の契機として
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いた。同年10月17日、クウェートで開催されたアラブ石油輸出国機構
（OAPEC）の石油相会議は①9月の石油生産量を基準として10月18
日より11月末までの生産量を5パーセソトを下回らない比率で削減し、
それ以後も毎月5パーセソトずつ削減を上積みする、②この生産量削減
措置は、イスラエルが1967年の第三次中東戦争で占領したアラブの全領
圭から撤兵し、またパレスチナ人の合法的権利が回復されるまで継続さ
れる、③「友好国」に対しては生産削減以前と同量の原油供給を保証す
る、④「敵対国」である米国およびオラソダへの原油供給を停止する、
という決議を採択した。
　その翌日、サウジアラビア政府は石油生産の10パーセソト削減措置と、
米国政府による対イスラエル武器供給と親イスラエル政策が変更されな
い場合の米国向け石油輸出の全面的停止を宣告した。しかしながら、開
戦壁頭でのイスラエル軍の劣勢を憂慮したワシソトソは正反対の措置を
採用した。10月19日、ニクソソ政権は議会に対して22億ドルの対イスラ
エル緊急軍事援助の承認を要請したのである。ソ連はすでにアラブ諸国
に対する軍事物資の空輸を開始していた。サウジアラビアは全面的な対
米石油禁輸措置の発動を通知し、先のOAPEC決議に参加したドバイ
およびアブダビの首長国、クウェート、バーレーソ、カタールの各国が
これに追随した。こうして以後およそ5ヵ月にわたる第一次石油危機が
到来したのである。この間OPECの決定により1バレル当たりの原油
価格は3ドルから11．65ドルへと急騰した（28）。
　サウジアラビアを筆頭とするアラブ産油国のこうした「石油戦略」発
動は、米国の経済と対同盟国関係とに深刻な影響を及ぼした。NATO
　（北大西洋条約機構）加盟の西欧諸国と日本の中東石油依存度は米国の
それに比べてはるかに高く、これら諸国はOAPECによる生産量削減
措置に対してもきわめて脆弱であった。石油危機に対するこれら各国独
自の対応は、米国の戦後対外政策の根幹である西側同盟に最悪とも評さ
れた亀裂を生むことになったが、そこには中東および資源問題に関する
国益設定や脅威認識の差異という、単なる一時の政策的次元を越えた構
造的な要因が介在していたのであるく29）。
　他方、5ヵ月におよぶ石油禁輸措置が米国経済に及ぼした影響につい
ては、1日当たり約2百万バレルの石油失陥が、およそ50万の雇用不足
と百億ないし2百億ドルの国民総生産（GNP）の減少をもたらした事
実を指摘するだけで恐らくは充分だろう。
　米国務長官のキッシソジャー（1973年9月から大統領補佐官と国務長
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官を兼務）自身はアラブ＝イスラエル紛争の解決と西側への石油供給と
の直接の関係を否定したけれども、第四次中東戦争における彼のいわゆ
る「往復外交（shuttle　diplomacy）」と、アラブ産油国による石油禁輸
措置解除の決定との関連は明白であった。キッシソジャー長官が戦争当
事国の問を精力的に往復して成立させた諸協定とアラブ側の対応を時系
列で表現すれば以下のようである（3°）。
1973年11月11日
　　　12月21
　　　　～22日
1974年1月18日
　　　3月17日
　　　5月31日
エジプト＝イスラエル間の停戦協定成立
第一回中東和平会議開催（ジュネーヴ）
エジプト；イスラエル間の兵力引き離し協定成立
OAPEC石油相会議（ウィーソ）対米禁輸解除
シリア＝イスラエル間の兵力引き離し協定成立
イスラエルによる占領地域撤退というアラブ側の所期の目標が達成され
なかったことは確かだけれども、1974年3月にウィーンに参集したアラ
ブ諸国代表は共同宣言でイスラエルの「完全」撤退を改めて要求した。
これがアラブ＝イスラエル紛争の最終的解決と、将来における「石油戦
略」再発動の関係を確認するものであったことはいうまでもない。
　1976年12月、サウジアラビア政府は原油価格とアラブ＝イスラエル紛
争との関係を想起させるもうひとつの印象的な手段を講じている。カター
ルで開催されたOPEC石油相会議において、原油価格を二段階で15
パーセソト値上げするという他の11の加盟諸国の決定とは対照的に、サ
ウジアラビアは5パーセソトの値上げに止めた。その際同国のヤマニ石
油相は、占領地問題でイスラエルが適切な譲歩を行なうよう圧力を行使
することで米国政府がこの措置を「正当に評価」するよう強調したので
ある（31）。
　一方、第一次石油危機後のニクソソ、フォード両政権が産油国に対抗
して採用した措置は充分に対決的な性格のものだった。1974年2月にワ
シソトソで開催された西側先進諸国の会議で、米国政府は石油消費国間
の結束を強く主張し、国際エネルギー機関（IEA）創設の素地を作っ
た。また、大統領や他の政府高官は原油価格と米国産輸出用穀物価格の
連動を匂わせ、アラブ諸国の不興を買うことを厭わなかったのである（32）。
　さらに、第四次中東戦争とアラブ産油国の石油禁輸措置が米国のペル
シア湾・イソド洋に対する軍事戦略に与えた影響も大きかった。米国お
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よび西側諸国にとっての同地域の戦略的重要性が改めて浮き彫りにされ、
また、このような危機においてはワシソトソが同盟国の実質的な支援を
あまり期待しえないことも痛感されたからである。米国政府は緊急事態
に備えての米太平洋艦隊所属艦船の定期的なイソド洋への回航、ディエ
ゴ・ガルシア島における通信施設の海・空作戦支援用の海軍施設への拡
充の二つの措置を決定した（33）。
　特筆すべきは、こうした問題に関連してペルシア湾地域での米国によ
る武力行使の可能性が広く論議の対象とされた点であろう。中東地域か
らの石油供給が再び途絶する恐れが生じた場合、米軍による油田地帯制
圧もやむなしとする米国内の有力な意見は、当然ながらサウジアラビア
を始め産油諸国からの激しい反発を招くことになった（34）。とりわけキッ
シソジャー国務長官自身が、1975年1月の雑誌との会見記事で原油価格
をめぐる軍事力行使の問題に触れ、「武力を行使しない事態などはあり
えないということではない。しかしながら、単なる価格をめぐる対立の
場合と、西側工業諸国が実際に拒殺されかねない場合とでは自ずから状
況が異なる」と発言し（35）、物議を醸したことは象徴的な事例であったと
いえるかもしれない。
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　究（慶慮義塾大学）』第65巻第2号、1992年2月）を参照されたい。
2．　いわゆる「ペルシア回廊（Persian　Corridor）」が連合国の対ソ武器
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　　ら撤兵すると、米国のジョソ・フォスター・ダレス（John　Foster
　Dulles）国務長官は中東「北辺地域（Northern　Tier）」諸国による地
　域防衛機構の創設を主導した。トルコ、イラク、パキスタン、イランお
　　よび英国の五力国により1955年に調印されたバグダッド条約がそれであ
　る。パレスチナ問題への配慮から米国は同条約の正式な加盟国とはなら
　なかった。第一次中東戦争以来イスラエルと法的には戦争状態にあるイ
　　ラクとの同盟は、米国にとって多くの意味で政治的リスクを伴うものだっ
　たからである。
　　　しかしながら、1956年後半に生起したスエズ動乱（第二次中東戦争）
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　　eds．，Reevaluating　Eisenhower：　American　Foreign　Policツin　the
　　Fifties（Chicago：University　of　Illinois　Press，1987），192－219．ま
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3．　Henry　Kissinger，　VV］zite　House　Years（Boston：Little，　Brown，
　　1979），　1264．
4．　パーレヴィ国王が不断に追求した国家目標は、イランの生存を保障し
　　地域の既存秩序に対する脅威を除去しうる軍事能力の確保のため、同国
　　を支配的な地域大国化することであった。彼はまた米国からの安全保障
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Research　Note
The　U。S．“Two－Pillar”Policy　in　the　Persian　Gulf，
　　　　　　　　　　　　　　　　1969－1976　：Part　I
Yusuke　Saitoh
　　The　1968　announcement　of　Britain’simminent　departure　from　the
“East　of　Suez”，　particularly　the　Persian　Gulf，　coincided　with　a
dramatic　drop－off　in　U．S，domestic　support　for　its　military　intervention
in　the　Vietnam　War　and　the　adoption　of　a　new　U．S．　policy　of　drastic
retrenchment　in　its　overseas　commitments．　With　the　enunciation　of
the　Nixon　Doctrine　in　July　1969，　Washington　made　it　clear　that　while
the　U．S．　would　continue　to　be　helpful　to　friendly　states，　local　leaders
in　the　region　were　expected　to　bear　the　primary　burden　of　regional
defense。　Thus　U．S．　government　had　no　intention　of　taking　over
directly　Br聾ish　responsibilities　in　the　Persian　Gulf．
　　In　the－early　1970s　two　of　the　Gulf　states，　namely　Iran　and　Saudi
Arψf琶，　became　the　primary　focus　of　U．S　policy　in　that　vital　oil－rich
region．　The　rationale　for　what　became　known　as　the　U．S．“two－pillar”
policy　was　threefold：the　U。S．had　enjoyed　close　relations　with　both
Iran　and　Saudi　Arabia　for　more　than　two　decades，　hence　they　were
expected　to　serve　as　reliable　regional　surrogates；both　Iran　and　Saudi
Arabia　as　conservative　monarchial　states　shared　American　anxieties
about　direct　and／or　indirect　Soviet　expansion　in　the　region；and
Iran’sburgeoning　military　power　combined　with　Saudi　Arabia’s
financial　assets，　enhanced　by　rising　oil　prices，　would　constitute　a
formidable　if　indirect　instrument　of　U。S。policy　in　the　Gulf．
　　This　study　deals　with　certain　aspects　of　the　two－pillar　policy　as　it
developed　under　the　Nixon－Ford　administrations　between　1969－1976．
They　include　the　following　issues：（a）various　aspects　of　U．S．relations
with　Iran；（b）U．S．“special　relationship”with　Saudi　Arabia；（c）
relations　between　the　two　surrogates；（d）the　extensions　of　U．S．arms
transfe　r　to　other　Gulf　states；（e）critical　reactions　in　the　U．S．　Congress
to　an　Executive－dominated　Gulf　policy；and（f）asummation　on　the
two－pillar　policy．　Part　I　covers（a）and（b），
